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１．（振り返り） 任意共済保険の状況

任意共済の月払掛金
（保険金1,000万円、配当率を加味した実質額）

個人加入時の保険料
（日本生命商品、保険期間10年、保険金1,000万円）

1,013円 2,660円
３０歳
男性 約61％割安

721円 2,260円
３０歳
女性 約68％割安

※配当率はH28年度実績の22.9％を用いて計算、
掛金は30～39歳の10年間の平均額

➢ メリットは「保険料の安さ」 ①主保険
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➢ メリットは「保険料の安さ」 ②医療保障保険

１．（振り返り） 任意共済保険の状況

任意共済の月払掛金
（入院日額１万円、配当率を加味した実質額）

個人加入時の保険料
（日本生命商品、保険期間10年、入院日額１万円）

2,261円 3,530円
３０歳
男性 約35％割安

2,261円 4,710円
３０歳
女性 約51％割安

※配当率はH28年度実績の13.7％を用いて計算、
掛金は30～39歳の10年間の平均額
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➢ メリットは「利回り」

（参考） 年金共済の状況

年金共済の掛金
（月払５口＝月額１万円、ボーナス無し）

預金
（月１万円預金、金利0.01％、1年複利計算）

418.3万円 360.5万円約57万円
の差

※H29/4時点での基礎率を用いて算定、
配当は加味せず

360万円
30～60歳迄の

30年間の
累計拠出額

360万円

60歳時点の
一時金
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➢ メリットは多いのに、加入者数は減少が続く

１．（振り返り） 任意共済保険の状況

平成２年

126,396名

42,406名

２９年

43,748名

２８年

45,434名

２７年

任意共済加入者数
（本人・配偶者[退職者含む]）

町村職員数がほぼ横ばいに転じた
平成26年以降も、
任意共済加入者の減少は止まらず

こどもも含めると
毎年2,000名弱のペースで減少

平成の大合併
(平成11～22年)
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➢ 町村等職員のニーズに応えた内容とし、
制度としての魅力度を上げていく必要がある。

➢ さらに、魅力度向上を切り口に、町村等職員への
制度ＰＲ（加入推進）に努めていく必要がある。

⇒ 魅力度向上に向けた制度追加について検討を進め
収入補償保険を導入することとした。

7１．（振り返り） 任意共済保険の状況



任
意
共
済
制
度

➢ 町村等職員のニーズに応えられるラインナップへ

（参考） 任意共済保険の対応方向[検討中]

・主保険と医療保障保険の分離(医療保障保険単独での
加入の開放）についても検討中
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死亡保険

医療保障保険

収入補償保険

（ニーズに対応した新たな
保障も今後検討）

○死亡・医療・収入補償の
ラインナップから必要なものを
選んで加入できる形態へ

○加入年齢上限など個別の
制度見直しについても検討中

○加入推進の一体運営、
掛金収納の口座振替化など
事務運営の負荷軽減策も
あわせて検討

＜検討中のイメージ＞



２．収入減少のリスクについて

約2.0秒に１人新たに入院する患者

約47.3秒に１人交通事故による負傷者

おおよそ約２人に１人
一生涯のうち
がんと診断される人

➢ 病気・ケガは誰にでも生じうるリスク
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➢ 病気・ケガのリスクだけでなく、そこから派生する
収入減少のリスクも考えておく必要がある

２．収入減少のリスクについて 10



２．収入減少のリスクについて 11



２．収入減少のリスクについて 12



２．収入減少のリスクについて

罹患後5年間平均で世帯収入は4.2割減少

例えば・・・がんにかかった方の収入減少割合
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２．収入減少のリスクについて

身体障がい者のうち52％は

収入を伴う仕事に就けていない

例えば・・・身体障がい者の就業状況
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３．収入補償保険の制度内容

⇒ 資料２６ 「全国町村等職員任意共済保険
『収入補償保険』の導入について」の２～５
ページをご覧ください
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４．収入補償保険の具体事例

＜前提＞
・35歳の町村職員が交通事故を原因として身体障がい状態になり、90日を超えても

職場復帰できず。そのまま復職せず、傷病手当金の受給期間満了後に退職。
（退職後も復職できる状態には回復せず。）

・交通事故は収入補償保険の保険期間中に発生。加入口数は２口。
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傷病手当金

標準報酬
月額の２/3
最長2年間

就業障害発生

傷
病
休
暇
期
間

傷病休職

基本給の
80％
１年間

2口10万円

健

康

時

の

収

入

（
給
与･

賞
与
等
）

免責期間
90日

65才0月

2口10万円

退職

2口加入⇒月額10万円を受給

収入補償保険による総受取金額
10万円×357ヶ月＝3,570万円

35才0月



＜精神疾患を原因とする就業障害について＞

○精神障害に伴う就業障害に限り、てん補期間を最長24か月に限定。

○就業不能の判断に際しては、保険会社の専門部署「医療保険サービス
センター」が個別に判断し、必要に応じてセンターの担当者が
加入者に事前の書面同意を得て保険会社の顧問医に相談したり、
医療調査人が診断書を作成した医師に面談を実施することがあります。

５．補足事項 17



＜収入補償保険に関する照会窓口＞

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 公務部

０１２０－５００－８２６
・受付時間：祝日を除く月曜～金曜の９～１７時

（平成29年10月2日(月)より開設いたします）

※加入を検討されている町村等職員の方だけでなく、
都道府県町村会・加入団体のご担当者からの照会も
上記番号で受け付けます。

５．補足事項 18



➢ 町村等職員の福利厚生の充実に向けて、
収入補償保険の魅力を、町村等職員の方にきちんと
お伝えしていく必要があります。

➢ 任意共済（主保険）の加入有無に関わらず、収入補償
保険のパンフレット・申込書等が町村等職員全員の
お手元に届くよう、ご対応をお願い申し上げます。

おわりに 19


